入 札 説 明 書 











この 入札 説明 書 は 、 岩 手 県 が 発注 する 調達 契約 に 関し 、 一 般 競 争 入札 に 参加 し よう と する 者 ( 以 
下 「 入 札 参 加 者 」 と いう 。) が 熟知 し 、 か つ 、 遵 守 し な けれ ば な ら な い 一 般 的 事項 を 明らか に する 
も の で ある 。 











1 調達 内 容 
(1) 購入 等 件 名 及び 数 量 
灯火 予備 品 (電球 等 10 品目 ) 1 式 
(2) 調達 件 名 の 特質 等 
別紙 内 訳書 の と お り 
(3) 納入 期限 
令 和 4 年 11 月 30 日 ( 水 ) 
(4) 納入 場所 
花巻 空港 事務 所 (岩手 県 花巻 市 慕 第 3 地 割 188 番地 1 ) 
2 入札 参加 者 資格 
(1) 地方 自治 法 施 行 令 (昭和 22 年 政令 第 16 号 ) 第 167 条 の 4 の 規定 に 該当 し な い 者 で あ 
る 
(2) 会 社 更 生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) に 基づく 更生 手続 開始 の 申立 て 若しくは 、 民 事 
再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づく 再生 手続 開始 の 申立 て を し て いる 者 又は 申立 
て が な され て いる 者 (更生 計画 認可 又は 再生 計画 認可 の 決定 を 受け て いる 者 を 除く ) で 
な いこ と 。 
(3) 岩手 県 知事 が 定め る 物品 購入 等 競争 入札 参加 資格 を 有 し 、 令 和 2・3・4 年 度 競 争 入 
札 参加 資格 者 名 筐 に 登載 され て いる 者 で ある こと 。 
(4) 岩手 県 内 に 本 社 (本 店 ) を 有する 者 又は 県 外 に 本 社 (本 店 ) を 有 し て いる が 、 県 内 に 
支店 等 を 有 し て お り 、 そ の 支店 等 が (3) の 資格 を 有 し て いる 者 で ある こと 。 
(5) 入札 の 日 に お いて 、 岩手 県 か ら 、 物品 購 入 等 に 係る 指名 停止 等 措置 基準 (平成 12 年 3 
月 30 日 制定 ) に 基づく 指名 停止 を 受け て いな い 者 で ある こと 。 
3 入札 参加 者 に 求め られ る 事項 
(1) 入札 参加 者 は 、 仕 様 審査 に 必要 な 書類 と し て 、 次 の 書類 を 令 和 4 年 6 月 7 日 ( 火 ) 午 
後 5 時 まで に 13 (2) の 場所 に 各 1 部 提出 し な けれ ば な ら な い 。 な お 、 郵 便 に よる 提出 
も 認め る が 期日 必着 と する 。 
ア 送付 書 (別紙 様式 ) 
イ 定価 見 積 書 (調達 物品 及び 搬入 等 費用 を 含む 定価 見 積 書 (消費 税 及 び 地 方 消費 税 抜 
き ))。 
な お 、 メ ー カ ーー 希望 小 売価 格 が 存在 し な い 場 合 は 、 そ の 則 を 記載 する と と も に 実 売 
価格 を 記載 する こと 。 
また 、 定 価 見 積 書 の 提出 に あたっ て は 、 次 の 事項 を 記載 する こと 。 
① 提出 年 日 
② 入札 参加 者 の 住所 及び 氏名 、 印 (法人 の 場合 は 、 所 在 地 、 商 号 又は 名 称 、 代 表 者 
の 職 ・ 氏 名 及び 印 ) 
③ 調達 件 名 (物品 名 ) 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































④ 定価 見 積 額 

⑤ 納入 場所 

⑥ 納入 期限 
ツ 定価 見 積 内 訳書 

① 品名 

② 規格 

③ メー カー 

④ 数 量 

⑤ 単価 

⑥ 金額 

⑦ 合計 額 

















( 2 ) 


3 (1 ) の 書類 














明 を 求め られ た 





場合 


は 、 






























































を 提出 し た 者 は 、 入 札 日 
これ に 応じ な けれ ば な ら な い 。 

















の 前 





























日 3 





まで の 間 に お いて 当該 仕様 等 に 関し 計 



















































































(3) 提出 され た 書類 は 、 岩 手 県 に お いて 審査 する も の と し 、 基 本 的 仕様 及び 特質 等 を 満た 
し 、 か つ 、 使 用 目的 に 耐え 得る と 認め られ た 仕様 書 等 を 提出 し た 者 に 限り 入札 に 参加 で 
きる も の と する 。 

な お 、 仕 様 書 等 の 補足 、 補 正 等 は 認め る が 、 令 和 4 年 6 月 9 日 ( 木 ) 午後 5 時 まで と 
ずる 。 

(4) 審査 結果 は 、 令 和 4 年 6 月 13 日 (月 ) まで に ファ ックス に より 通知 する 。 

入札 の 方 法 等 

(1) 1 (1) の 件 名 で 総 価 で 入札 に 付す る 。 落札 決定 に 当たっ て は 、 入 札 書 に 記載 され た 
金額 に 当該 金額 の 100 分 の 10 に 相当 する 額 を 加算 し た 金額 (当該 金額 に 1 円 未満 の 端数 





が ある と き は 、 そ の 端数 金額 を 
加 者 は 、 消 費 税 及び 地方 消費 税 に 係る 課税 事業 
見 積もっ た 総額 の 110 分 の 100 



































(1) の 日 





(2) 入札 書 は 、5 
(3) 郵便 、 電 報 、 
(4 ) 











こ + 


時 に 5 
電送 その 他 の 方 法 に よる 入札 は 認め な い 。 
入札 書 の 記載 事項 を 訂正 する 場合 は 、 当 該 訂 1 





切り 捨て た 金額 ) 





















































を も っ て 落札 価格 と する の で 、 入 札 参 


で ある か 免税 事業 
当 す る 金額 を 入札 書 に 記載 する も の と する 。 





で ある か を 問わ ず 、 











(2 ) の 場所 に 持参 する こと 。 





ーー 
に 立 | 
|- ロロ 








反し な けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 入 札 金 額 の 訂正 は 認め な い 。 








また 
代理 人 に よ 
出し な けれ ば 


(5) 














入札 及び 開札 の 日 時 及び 場所 





(1) 日 時 




















令 和 4 年 6 


(2) 場所 


H 14 日 ( 火 ) 4 


F 前 10 








時 40 分 








一 度 提出 し た 入札 書 は 、 書 換え 、 引 換え 又は 撤 
入札 に 関す る 行為 を きせ よう と する 者 は 、 入 札 
な ら な い 。 























花巻 地区 合同 








入札 保証 金 
免除 
入札 の 無効 





次 の いずれ か に 該当 する 入札 書 は 、 
入札 の 参加 資格 の な い 者 が 提 
入札 参加 者 に 求め られ る 事項 を 履行 し な か っ た 者 が 提 
日 時 まで に 指定 の 場所 に 到達 し な か っ た 人 入札 書 























(1) 競作 
(2 
( 3) 指定 の 








庁舎 2 階 入 札 室 (岩手 














これ を 無効 と する 。 
H し た 入札 書 

















日 








計 : 
杏 





花巻 市 花城 町 1 番 41 号 ) 














* 分 を 線 で 抹消 し 入札 参加 者 の 印 を # 


を する こ 




















と が で き な い 。 


提出 の 前 に 委任 状 を 提 


出し た 入札 書 

















(4) 記名 押印 の な い 人 入札 書 

(5) 入札 金額 を 訂正 し た 入札 書 

(6) 誤字 脱字 等 に より 必要 事項 が 確認 で き な い 入札 書 

(7) 入札 件 名 の 表示 に 重大 な 誤り が ある 入札 書 

(8) 同一 入札 参加 者 又は 代理 人 が 2 つ 以 上 提出 し た 入札 書 

( 9 ) 代理 人 が 委任 状 を 提出 し な いで 提出 し た 入札 書 

(10) その 他 入 札 に 関す る 条件 に 違反 し て 提出 し た 入札 書 

8 入札 書 に 関す る 事項 

入札 書 は 、 県 で 示す 書式 に より 次 の こと を 表示 する こと 。 

(1) 入札 年 月 日 

(2) 入札 参加 者 の 住所 、 氏 名 及び 印 (法人 の 場合 は 、 所在地 、 商 号 又 は 名 称 、 代 表 者 の 職 ・ 
氏名 及び 印 ) 

(3) あて 名 は 、「 県 南 広域 振興 局長 」 と する 。 

(4) 入札 金額 
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(5) 件 名 
(6) 規格 ・ 銘 柄 
(7) 数 量 














(8) 納入 期限 
(9) 納入 場所 
9 落札 者 の 決定 方 法 
(1) 本 件 調達 に 係る 入札 公告 及び 入札 説明 書 で 示し た 要件 の 全て を 満た し て いる 入札 者 で 
あっ て 、 会 計 規 則 (平成 4 年 岩手 県 規則 第 21 号 ) 第 100 条 の 規定 に より 定め られ た 予定 
価格 の 制限 の 範囲 内 で 最低 の 価格 を も っ て 有効 な 入札 を 落札 者 と する 。 
(2) 落札 と な る べき 同 価 の 入札 を し た 者 が 2 人 以上 ある と き は 、 直 ち に 当該 入札 者 に くじ 
を 引か せ 、 落 札 者 を 決定 する も の と する 。 
(3) (2) の 同 価 の 入札 を し た 者 の うち 、 立 ち 会 っ て いな い 者 又は くじ を 引か な い 者 が あ 
る と き は 、 当 該 入札 者 に 代わ っ て 入札 執行 事務 に 関係 の な い 職員 が くじ を 引き 、 落 札 
を 決定 する も の と する 。 
10 開札 に 立ち 会 う 者 に 関す る 事項 
開札 は 、 入 札 参 加 者 又は その 代理 人 を 立ち 会 わせ て 行う も の と する 。 た だ し 、 入札 参 加 者 又は 
その 代理 人 の 立ち 会 い が な い 場 合 は 、 入 札 執行 事務 に 関係 の な い 職 員 を 立ち 会 わせ て 行う も の 
と する 。 
11 再度 入札 に 関す る 事項 
初度 の 入札 に だ お いて 落札 者 が いな い 場 合 は 、 直 ち に 再度 入札 を 行う も の と する 。 再度 入札 に 
参加 で きる 者 は 、 初 度 の 入札 に 参加 し た 者 に 限る 。 入札 執行 回 数 は 3 回 を 限度 と し 、 こ の 限度 
内 に お いて 落札 者 が いな い 場 合 は 、 入 札 を 打ち 切る こと と する 。 
12 契約 に 関す る 事項 
(1) 落札 者 は 、 契 約 保証 金 と し て 契約 金額 の 100 分 の 5 以上 の 額 を 契約 締結 前 に 納付 し な 
けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 次 の 場合 は 契約 保証 金 の 全部 又は 一 部 の 納付 を 免除 する 。 
ア 落札 者 が 保険 会 社 と の 間 に 岩 手 県 を 被 保険 者 と する 履行 保証 保険 契約 を 締結 し 、 当 該 
保険 証券 を 提出 し た と き 。 
イ 落札 者 が 過去 2 年 の 間 に 国 又は 地方 公共 団体 と 、 種 類 及 び 規 模 が 同 程 度 以 上 の 契約 を 
履行 し て お り 、 そ の 契約 書 の 写し を 2 件 分 以上 提出 し た と き 。 
(2) 契約 保証 金 は 、 契 約 の 相手 方 が 契約 を 履行 し な いと き は 岩手 県 に 帰属 する 。 




































































































































































































































































































































































(3) 契約 条項 は 、 別 添 契 約 書案 の と お り と する 。 

(4) 落札 者 の 決定 後 、 契 約 書 を 作成 し 契約 が 確定 する まで の 間 に お いて 、 当 該 落 札 者 が 入 
札 公告 又は 入札 説明 書 に 揚げ る いずれ か の 要件 を 満た さ な く な っ た 場合 又は 満た さ な い 
こと が 判明 し た 場合 は 、 契 約 を 締結 し な い 。 

13 その 他 

(1) 入札 参加 者 又は 契約 の 相手 方 が 本 件 調達 に 関し て 要 し た 費用 に つい て は 、 全 て 入札 参 
加 者 又は 契約 の 相手 方 が 負担 する も の と する 。 

(2) 入札 及び 契約 に 関す る 事務 を 担当 する 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地 

県 南 広域 振興 局 花巻 審査 指導 監 
〒025-0075 岩手 県 花巻 市 花城 町 1 番 41 呈 
電話 番号 0198-41-9355 
(3) 内 訳書 に 関す る 問合せ 先 
花巻 空港 事務 所 
〒025-0004 岩手 県 花巻 市 葛 第 3 地 割 183 番地 1 
電話 番号 0198-26-2016 







































































































































































岩手 県 (以下 「 











」 と いう 。) 











次 の と お り 契 約 を 締結 する 。 












































第 1 甲 が とこ か ら 購 入 す る 物品 の 品名 、 規 格 及 び 数 量 は 、 次 の と お り と する 。 
(1) 品 名 灯火 予備 品 (電球 等 10 品目 ) 
(2) 規 格 内 訳書 の と お り 
(3) 数 量 1 式 
第 2 契約 金額 及び 契約 保証 金 は 、 次 の と お り と する 。 な お 、 第 1 号 の 「 消 費 税 額 」 
消費 税 及 び 地 方 消費 税 の 額 で ある 。 
(1) 契約 金額 金 ] (うち 消費 税額 ]) 
(2) 契約 保証 金 
第 3 物品 の 受渡 場所 及び 納入 期限 は 、 次 の と お り と する 。 
(1) 場 所 花巻 空港 事務 所 (岩手 県 花巻 市 葛 第 3 地 割 183 番地 1 ) 
(2) 納入 期限 令 和 4 年 11 月 30 日 
第 4 乙 は 、 物 品 を 納入 し た と き は 、 そ の 則 を 甲 に 通知 し 、 甲 は 、 通 知 を 受け た 日 
日 以内 に 、 物 品 検収 員 を し て 、 乙 又は 乙 の 指定 する 者 の 立会 い の 上 、 
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(以下 「 乙 」 と いう 。) と は 、 物 















































する か どう か を 検収 する も の と する 。 





2 乙 又 は 乙 の 指定 


る 。 


3 物品 の 所 有 
4 第 1 項 の 規定 に 





生じ た 損害 は 、 


する 者 が 、 
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よる 検収 の 























で ある と き は 、 
第 5 名人 は 、 


る 。 こ の 場合 に 





第 6 甲 は 、 





か ら 起 算 し て 30 日 








第 7 甲 は 、 自 
支払 の 








日 まで の 


と の 負担 と する 。 0 
負担 











= > 
当該 員 害 は 、 





た め 











の 

















己 の 責め に 





わな けれ ば な ら な い 。 


と は 、 自 





第 8 
て 、 遅 和 

















第 9 甲 は 、 
約 不 適合 」 
2 前 項 の 
第 10 甲 は 、 
その 期間 内 に 
時 に 
MM 
(1) と が 、 

















日 数 に 応 
ント の 割合 で 計算 


規定 は 、 





己 の 責め に 帰 





じ 、 契 約 金 

















お ける 債務 の 不 


履行 が な いと き は 
履行 が こ 











(2) 乙 が 、 
(3) 乙 が 、 
(4) 
第 11 甲 





正当 な} 
契約 の 























履行 ( 








(1) 契約 の 











(2) 乙 が 、 


契約 の 




















(3) 乙 が 、 
明確 に 


どき 





貢 務 











検収 の 結果 不 合 格 と な っ た 
お ける 検収 は 、 第 4 の 定 
物品 の 納入 が 完了 し た 後 
以内 A 
こ 帰す べき 理由 に 

日 数 に 応じ 、 契 約 金 額 に 0 


額 か 


し た 人 額 に 相当 する 人 金額 を 
納入 され た 物品 
と いう 。) が ある と き は 、 乙 に 対し 、 
甲 の と に 対す る 損害 賠償 の 請求 及び 解除 権 の 行使 を 妨げ な い 。 
こ 該 当 す る と き は 、 相 当 の 期間 を 定め て その 履行 の 催 


に 種類 、 


と が 次 の 各 号 の いずれ か ! 


の 契約 及び 取引 上 の 社会 通信 


理由 な く 、 第 9 第 1 項 の 


の 検収 に 


は 、 第 1 項 の 検収 に 合格 し た と き に か ら 甲 
























































当該 物品 が 契約 の 内 容 に 適合 





は 、 取 引 に 係る 














か ら 起 算 し て 10 








会 いで き な い と き は 、 代 理 人 を 立会 いさ せる も の と す 





に 移 











と する 。 




















呈す べき 理由 に より 納入 期限 まで 
ら 既 成 部 分 叉 【 





に 必要 な 費用 及び 前 項 の 
し 、 当 該 損害 





























物品 を 遅滞 
め る と ころ に 
に お いて 、 乙 か ら 適 法 な 支払 請求 


w 代 
年 2.5 パ ー セ ント の 








SE 


規定 E( 
に つい て 、 CR 





な く 引 き 取 り 、 














速やか に 











面 の 支払 を j 





















































品質 又は 数 量 








の 











遅延 

















書 を 受 




















割合 で 計 


に 物品 を 納入 し 
i NR 
に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 
に 内 し で 身 約 の 内 容 に 
請求 する こと が で きる 。 











こ 適 合 





有 大 す る も の と する 。 
こよ り 所 有 権 が 移 』 





理 し た と き は 、 そ の 日 


な い 場 合 は 、 


臣 す る 前 に 物品 に 


帰す べき 事由 に よる も の 


こ 代 品 を 納入 する も の と す 





し た 場合 に お いて は 、 ム 乙 に 対し て 
し た 額 の 遅延 利息 を 支払 











違約 金 と し 








し た 額 に つき 年 2.5 パー セ 





し な 


‘も の (以下 「 契 





告 を し 、 











この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 た だ し 、 そ の 期間 を 経過 し た 




















納入 期限 内 に 契約 を 履行 し な いと き 、 又 は 履行 の 見 込み が な いと 





























この 契約 に 


的 物 の 納入 を 拒絶 する 意 
の 一 部 の 履行 が 不 # 
表示 し た 場合 に お いて 、 残 存する 部 分 











た だ な きる 
違反 し た と き 。 





に 該当 する と き は 、 直 ち に 
的 物 を 納入 する こと が で き な い こと が 明らか で ある と き 。 
( 思 を 明確 に 表示 し た と き 。 
E で ある 場合 又 は が その 債務 




















(4) 契約 の 








的 物 の 1 




















な けれ ば 契約 を し た 目的 を 達する こと が で き な い 場合 に お いて 、 と が 


生 質 又は 当 事 




















者 の 意思 








表示 に 


より 、 











特定 の 


に 妥 ら し て 軽 領 で も や る と き 





履行 の 追 完 を 行わ な いと き 。 
こつ いて 不正 の 行為 を 
その 他 乙 又は その 代理 人 が 、 
は 、 乙 が 次 の 各 号 の いずれ か 








の 一 部 の 





履行 を 拒絶 する 意 
の み で は 契約 し た 目的 を 達成 する こ と が で き な い 





は 、 こ の 限り 


認め られ る と き 。 


この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 





思 を 




















日 時 又は 一 定 の ま 








月 間 内 に 履行 を し 





履行 を し な いで その 時 期 





を 経過 し た と き 。 

(5) 前 各 号 に 掲げ る 場合 の ほか 、 乙 が その 債務 の 履行 を せ ず 、 甲 が 第 10 の 規定 に よる 催告 を し て 

も 契約 を し た 目的 を 達する の に 足り る 履行 が され る 見 込み が な いこ と が 明らか で ある と き 。 

(6) 次 の いずれ か に 該当 する と き 。 

ア 役員 等 ( 選 が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 乙 が 法人 で ある 場合 に は その 役員 又は その 支店 
若しくは 物品 の 製造 の 請負 又は 物品 の 買 入 れ の 契約 を 締結 する 権限 を も つ 事 務 所 の 代表 者 を 
いう 。 以 下 こ の 号 に お いて 同じ 。) が 暴力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 

年 法律 第 77 号 。 以 下 こ の 号 に お いて 「 横 力 団 対 策 法 」 と いう 。) 第 2 条 第 6 与 に 規定 する 又 

団員 (以下 「 暴 力 団員 」 と いう 。) で ある と 認め られ る と き 。 

イ 又 力 団 ( 林 力 団 対策 法 第 2 条 第 2 号 に 規定 する 横 力 団 を いう 。 以 下 同じ 。) 又は 暴力 団員 が 
経営 に 実質 的 に 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 

* が 、 自己 、 自 社 若しくは 第 三 者 の 不正 の 利益 を 図り 、 又 は 第 三 者 に 損害 を 加え る 目的 
を も っ て 、 ラ 准 力 団 又 は 横 力 団員 の 利用 等 を し た と 認め られ る と き 。 

エ 役員 等 が 、 暴 力 団 又 は 暴力 団員 に 対す る 資金 等 の 供給 、 便 官 の 供与 等 に より 、 直 接 的 又は 積 

極 的 に 又 力 団 の 維持 若しくは 運営 に 協力 し 、 又 は 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 

オ 役員 等 が 、 虹 力 団 又 は 暴力 団員 と 社会 的 に 非難 され る べき 関係 を 有 し て いる と 認め られ る と 
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第 12 第 10 又は 第 11 の 規定 に より 甲 が この 契約 を 解除 し た と き は 、 乙 の 納付 し た 契約 保証 金 は 、 甲 
に 帰属 する も の と する 。 
| 12 第 10 又は 第 11 の 規定 に より 甲 が この 契約 を 解除 し た と き は 、 乙 は 、 損 害 賠償 と 0 





















































約 金 額 の 100 分 の 5 に 相当 する 人 額 を 甲 に 納付 する も の と する 。 

第 13 とこ は 、 こ の 契約 の 履行 に 当たっ て 、. 冊 力 団 又は 暴力 団員 に よる 不当 な 要求 又は 契約 の 適正 な 履 
行 の 妨害 を 受け た 場合 は 、 甲 に 報告 する と と も に 警察 官 に 通報 し な けれ ば な ら な い 。 

第 14 選 は 、 こ の 契約 か ら 生 ずる 債権 を 第 三 者 に 譲り 渡し 、 又 は 担保 に 供し て は な ら な いも の と する 。 
た だ し 、 信 用 保証 協会 法 (昭和 28 年 法律 第 196 号 ) に 規定 する 信用 保証 協会 及び 中 小 企業 信用 保険 
法 施行 令 (昭和 25 年 政令 第 350 号 ) 第 1 条 の 3 に 規定 する 金融 機関 に 対し て 売掛金 債権 を 譲渡 する 
場合 に あっ て は 、 こ の 限り で な い 。 

2 前 項 た だ し 書 の 規定 に より 売掛金 債権 を 譲渡 し た 場合 、 甲 の 対価 の 支払 に よる 弁済 の 効力 は 、 会 
計 規 則 (平成 4 年 岩手 県 規則 第 21 号 ) 第 38 条 第 2 項 の 規定 に より 会 計 管 理 者 が 支出 負担 行為 の 確認 
を し た 則 の 通知 を 受け た 時 点 で 生ずる も の と する 。 

3 と は 、 第 三 者 に 債務 の 弁済 を 行わ せな いも の と する 。 

第 15 乙 が 、 契約 不適 合 の 物品 を 納入 し た 場合 に お いて 、 甲 が その 不適 合 を 知っ た と きか ら 1 年 以内 
に その 則 を 乙 に 通知 し な いと き は 、 甲 は その 不適 合 を 理由 と し て 、 履 行 の 追 完 の 請求 、 契 約 の 解除 
及び 損害 賠償 の 請求 を する こと が で き な い 。 た だ し 、 乙 が 納入 の と き に その 不適 合 を 知り 又は 重大 
な 過失 に よっ て 知ら な か っ た と き は 、 こ の 限り で な い 。 

第 16 この 契約 に より 難い 事情 が 生じ た と き 、 又 は この 契約 に つい て 疑義 が 生じ た と き は 、 甲 、 と 協 
議 す る も の と する 。 




































































































































































































































































































































































































































































この 契約 締結 の 証 と し て 、 本 書 2 通 を 作成 し 、 甲 、 乙 記名 押印 し て 、 そ れ ぞ れ そ の 1 通 を 保有 する 
も の と する 。 






























































令 和 年 月 日 
甲 岩手 県 
契約 担当 者 
県 南 広域 振興 局長 永井 築 一 印 


